（様式２－７）
産業財産権外国出願報告書
平成　　年　　月　　日
国立研究開発法人情報通信研究機構
　　理事長　○○  ○○  殿
会社名 
実施責任者（肩書き＋氏名）　　印
所在地 
　平成　年　月　日付け委託契約（平成  年  月  日付け委託変更契約）に基づく　研究開発課題「　　　　　　　　　　　　」の成果に係る下記の発明等について、外国出願を行いましたので、委託契約第２９条第４項の規定により報告します。
記
１　発明等の名称
２　添付書類
　(1)産業財産権の外国出願に関する調査書（その１）　　別紙１
　(2)産業財産権の外国出願に関する調査書（その２）　　別紙２
３　帰属について

１００％委託先に帰属する。（記載なき場合は機構と委託先とで共有する。）
　（注）　用紙の寸法は、日本工業規格Ａ列４とし、左とじとすること。
（様式２－７別紙１）
産業財産権の外国出願に関する調査書　（その１）
	会社名
	
	(2)　外国出願を行った国名・出願番号・出願理由


	研究開発課題
	
	

	発明等の名称
	
	

	発明者
	
	

	該当国内出願
	出願日　　　　　　　　　年　　月　　日
	

	
	産業財産権の種類
	

	
	出願番号　　　　　　　　－
	

	(1)　発明等の要約

	


（様式２－７別紙２）

産業財産権の外国出願に関する調査書　（その２）
１　国内出願状況
	
	Ⅰ
	Ⅱ
	Ⅲ

	会社名
	
	
	

	発明等の名称
	
	
	

	出願日
	　　　　年　　月　　日
	　　　　年　　月　　日
	　　　　年　　月　　日

	出願番号
	　特・実願平　　　－　　　　　　　号
	　特・実願平　　　－　　　　　　　号
	　特・実願平　　　－　　　　　　　号



	２　外国出願の判断基準（注 ）　　　発明等の名称：

	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	Ｄ
	判断基準（注 ）

	特許権・実用新案権の
取得の可能性
	①　極めて大きい
	②　大きい
	③　やや大きい
	
	

	技術的完成度
	1 ほぼ完成し、企業化に耐え得る
	②　更に研究開発を要　　
　　する
	③　着想段階又は法規　
　　制等問題有り
	④　不　明
	

	優先的実施の希望
	①　特に希望する
	②　希望する
	③　希望しない
	④　不　明
	

	技術の独占性
	①　当発明等に相当す　
　　るものはなく代替
　　えは困難
	②　当発明等に相当す
　　る同種の技術が研
　　究されている
	③　当発明に相当する
　　ものがある
	④　不　明
	

	実施効率・実施寄与率
	①　　　　大
	②　　　　中
	③　　　　小
	④　不　明
	

	競合性
	①　他社は実施してい
　　ない
	②　他社にも実施可能
　　な技術がある
	③　他社で既に実施さ
　　れている
	④　不　明
	

	
	


（注１ ）「２　外国出願の判断基準」の調査事項は、回路配置利用権については、優先的実施の希望、技術の独占性、実施効率・実施寄与率及び競
　　　　合性について記載する。
（注2 ）「判断基準」については、受託者が検討の上、・～・のうち適当な番号を記すこと。
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その他（特記事項）

















